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（※1）正式には公正取引委員会事務総局近畿中国四国事務所

各機関のお問い合わせ先は、二次元コードの読み取り先をご覧ください。
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荷主企業、トラック運送事業者、商業関係者、自治体の皆様へ

公正取引委員会

下請事業者（匿名）から、
買いたたきなどの違反
行為を行っていると疑
われる親事業者に関す
る情報を収集していま
す。

違反行為情報提供フォーム

滋賀運輸支局

意見等の募集窓口
運送事業者やドライバー等から、
長時間の荷待ち、契約
にない附帯業務の強要
など違反原因行為を行
っているおそれのある荷
主情報を収集しています。

滋賀労働局

長時間の荷待ちに関する情報メール窓口

運送事業者やドライバー等から、
荷主・元請運送事業者
の都合による長時間の
荷待ちに関する情報を
収集しています。

■2024年問題への取組■

２. 令和7年6月に「食料システム法」が制定されました 【近畿農政局】

■長時間労働や適正な取引を阻害する違反行為等についての情報提供先はこちら■

長時間の荷待ちはどちらでも可

４. 物流改正法に関する説明会 【滋賀運輸支局】

３. 各種団体に向けて改正物流効率化法の説明を実施中 【近畿経済産業局】

令和７年４月に施行された物流改正法について、令和７年７月１８日に滋賀県トラッ
ク協会主催の説明会を開催し、今般の改正の趣旨や事業者が取り組むべき措置な
どを説明しました。
また、全日本トラック協会のホームページに、実務者向けに法改正の内容をわかり
やすく解説する動画を掲載しておりますので、是非、ご活用ください。

荷主業界団体等が主催する改正法説明会等に講師を派遣し、全ての事業者に物流効率化のために
取り組むべき措置が義務づけられたこと、荷主事業者に求められる対応等を中心に説明を行っていま
す。直近では、６月に木材関係組合、７月に日本繊維輸入組合向けに説明を行いました。

◆荷主業界団体等を対象とした説明会資料及び動画

１. 荷主と物流事業者の取引に係る調査結果等を公表（R7年6月）【公正取引委員会】
・令和６年度における調査の結果、独占禁止法上の問題につながるおそれのある行為
を行った荷主６４６名に対して、具体的な懸念事項を明示した注意喚起文書を送付
・そのほか、令和６年度における物流取引に係る優越的地位の濫用事案の処理状況
を公表（確約1件、警告１件、注意２９件）

近年、農業の資材費や食品の原材料費等が高止まりし、食料の持続的な供給が
困難な状況になっています。このたび、食料安全保障の確立を図る観点から、「食
料システム法」が制定されました。この法律では、食品等事業者（食品製造業者、食
品卸売業者、食品小売業者、外食業者等）を対象に、食品等の持続的な供給に資
する取組計画（流通の合理化等）について、農林水産大臣の認定を受けた場合、資
金調達支援・税制優遇等の支援措置を受けることができるようになります。
（令和７年１０月以降、運用開始予定）

①説明会資料 ②動画

https://www.jftc.go.jp/soudan/jyohoteikyo/kaitataki.html
https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk4_000043.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/nimachi.html
https://www.maff.go.jp/j/shokusan/250623.html
https://jta.or.jp/member/kaisei_jigyoho/douga.html
https://www.kansai.meti.go.jp/5ryusa/ninushi_buturyu.html
https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/jun/250624_buttokuchousakekka.html

	スライド 1

